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高等教育の学びの質的転換による創造的人材育成事業
～知的修羅場体験事業～

 18歳人口を含めた人口減少期を見据える中、今後の日本の創造的な成長に資する人材育成のため、量的規模の適正化を図りつつ、学生一人一人の学び
の密度を最大化する高等教育の学びの質的転換が急務。

 AI時代にイノベーションをけん引し、グローバルに活躍する人材を育成する真に社会に求められる大学・学部への変革のため、文理併修と知的鍛錬を体系的に
学修するための抜本的な教育改革が重要。

背景・課題

事業内容
人口減少下において量的規模の適正化を図りつつ、きめ細かい学修環境による少人数体制の文理融合教育とともに、留学による徹底
的な知的修羅場体験を実現する学部教育改革を支援。学生一人一人の能力を最大限に伸長する学修環境への質的転換を図る。

①きめ細かな少人数体制での文理融合教育
初年次から、数理・データサイエンス・AI（MDA）の初年次教育への導入、AI教育の強化、

PBLによる双方向教育を体系的に学修できる教育課程を構築
→ 上記の科目設定および必修化とともに、入学時に数理的スキルの確認を課す

②国内外の留学・フィールド実践を通じた知的修羅場体験の充実
①とともに、国内外のさまざまなフィールドでの一定期間（１か月以上）の実践教育（知的修
羅場体験）を必修化 海外留学支援者数：2.2万人（2026年度)→10万人(2031年度）

①と②を必修化する体系的な教育課程及び学修環境の構築による学びの質的転換
我が国の創造的な成長に資するAI時代に適合したリーダーシップを有する人材の育成

【取組イメージ】
→ 取組を通じて、AI時代に必要な問題設定力・決断力・統率力・胆力（責任を取る覚悟）の資質・能力を育む

学生の目的意識 ・ ST比(教員1人当たり学生数) ・ インタラクティブな教育の比率
入学時に備える能力の可視化 ・ 体系的な教育課程と学位取得ステップ ・ 学位授与の明確な基準・水準

学修環境の
質的転換の基準

【申請要件】
○支援学部に対し、質の高いきめ細かな少人数教育の体制構築を求める
⇒ST比を事業終了後に1:25程度に改善

○一定期間以上の国内外の留学・フィールド実践を必修化する 等

【支援内容】

【事業実施期間】 5年間

支援対象：約100学部
少人数・MDA教育に対応した学修環境の構築、渡航体制の準備 【組織支援】 90億円
国内外での実践教育に学生を派遣する際の渡航経費 【個人支援】 74億円

教員一人あたりの
学生数（ST比）

実験・実習・演習・留学
（インタラクティブな教育）

高

少

学修環境の
質的転換

学生一人一人の能力を伸長
する学修環境の構築

【国内外の留学・フィールド実践】
異なる文化・価値観・環境での修羅場体験を
通じて必要な資質・能力の育成

学びの密度が低い大学

【少人数体制の
文理融合教育】

きめ細かな学修環境の構
築、初年次からの文理併
修やPBL教育

学びの密度の高度化
一
体
的
な
教
育
改
革

（担当：高等教育局大学振興課、参事官（国際担当））

※全国の学部（約2,700学部）
のうち、ST比1:25を超過する
学部が800学部以上

事業を通じて、300学部の
教育の質的転換を図る

授業料収入に依存しない、収入構造の多元化等
による持続可能な経営体質へ

2031年度までの総額 3,368億円

（留学を通じて得られる成果）
チャレンジ精神、問題設定力、決断力、胆力 等

令和9年度要求・要望額 165億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 165億円

（新規）
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AX実装人材育成拠点形成事業

 産業や職種によらずあらゆる場面でAIを活用していくAI社会の実現のためには、現場とAIの双方を理
解し、AIを実践的に活用して、生産性向上や新たな価値を提示できるAX（AIトランスフォーメーシ
ョン）を推進できる実装人材の育成が急務。

 数理・データサイエンス・AI（MDA）教育プログラム認定制度を通じ、全国の大学・高専においてAIの
概念や留意事項に関する把握や、社会での応用も含めた基礎的な素養は涵養してきたが、イノベーシ
ョン創出につながるようにAIを実践的に使いこなしていく経験が必要不可欠。

令和9年度要求・要望額 35億円
（新規）

背景・課題

事業内容

（担当：高等教育局専門教育課）

期待される効果と中長期的な視点

第Ⅱ期人工知能基本計画 ～日本ＡＸ、より強く、より豊かに～
（令和８年７月14日閣議決定）
第２章 ＡＩ関連技術の研究開発及び活用の推進に関する施策についての基本
的な方針
  ４．ＡＩ社会に向けた継続的変革（「ＡＩと協働する」）

人とＡＩが協働する社会を実現するため、産業や雇用の在り方、制度
や社会の仕組み等を先導的かつ継続的に変革する。現場にＡＩを実
装していく人材を始めとしたＡＩ人材の育成・確保に加え、人とＡＩの
役割分担を模索しながら、ＡＩ社会を生き抜く「人間力」を向上できる
環境を構築する。

ベーシック
（AX１相当）

ジェネラリスト
（AX２相当）

プロフェッショナル
（AX３相当）

 企業や自治体等が抱える課題についてAIを活用して解決する実践的なPBL学習の強化や、外部機関が実施する一定の質が保証され
たAIの実践力を養う講座の受講により単位認定等を行うなど実践的なAX人材を養成する大学・高等専門学校の先進的な取組を支援。

担当業務においてAIを活用し、業務を効率化できる。
（例）複数の請求書から、AIが取引先名、金額、支払期
         限等を読み取り、作成した集計表を担当者が確認

＜企業における活躍のイメージ＞

企業内の様々なシステムとAIを連携させたうえで、
担当業務の一部を、AIに任せて、自動化できる。
（例）売上、在庫、天候などのデータをAIに整理させ、

品切れや売れ残りを減らす仕入案をAIが毎日作成

＜育成する人材のイメージ＞

営業、経理等が担う業務にお
いても、AIを活用して付加価
値を生み出す人材育成事例
を創出

創出した事例から、全国
の大学・高専への普及
展開に向けた課題等を
精査し、改善

MDA教育プログラム認
定制度の見直し検討も
含め、全国の大学・高専
への普及・展開につなげる

事業実施期間 令和９年度～令和12年度（予定）

件数・単価 【①②の拠点形成補助】①10拠点 × 1.4億円
                             ②20拠点 × 1.0億円
【審査・評価業務補助】      1箇所 × 1.0億円

想 定 経 費 設備整備（生成AI導入,演習環境整備）
人件費 （学生へのメンター業務等）
活動費 （企業と連携したセミナー開催等）

AIとの対話を重ねながら、自分の考えを整理し、文書作成の質を高める
（例）複数の資料をAIに読み取らせ、共通する課題や意見の違いをAIと

整理し、原資料を確認のうえ、AIの出力が適切かどうか検証する。

Ａ
Ｘ
の
活
用
レ
ベ
ル
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様々なデータとAIを連携させ、AIによる作業の自動化を実装できる
（例）特定の分野に関する文献を週１で自動で収集・要約し、

文献と要約を一覧にした文書をAIが作成、更新する。
⇒１～２時間かけて行う作業をAIを活用し、数分で完了できる

仮説設定、データ収集、課題分析の各プロセス
にAIを活用し、課題解決の提案ができる
（例）顧客レビューや問い合わせをAIで分析し、

顧客ニーズの仮説設定、改善案の試作、
企業担当者の評価までをPBLで取り組む。

複数の業務からなる一連の工程を可視化し、AIに代替
できる業務を洗い出し、プロセス全体を刷新できる。
（例）商品受注から入金確認までの各工程を見直し、AIを
         活用して二重入力や確認待ちをなくすシステムを設計

①プロフェッショナル育成型 ②ジェネラリスト育成型



大学・高専機能強化支援事業（成長分野転換基金）

●少子高齢化に加え、2040年には我が国の産業構造の大きな変化が予想され、事務職（437万人）が余剰となる一方で、
AI・ロボット等利活用人材（▲339万人）や現場人材（▲260万人）が大きく不足する見込み（※）であり、これらの不足する
人材を輩出する理工・デジタル系分野の学部定員が未だ少ない状況。

●また、骨太の方針2026（2026.7.21閣議決定）では、「理工・デジタル人材育成を含む大学・大学院等の機能強化のため、
成長分野への学部再編、17の戦略分野の高度人材育成や、（中略）高専の新設・機能強化、文理分断の傾向が強い
大都市圏の大学を始めとする成長分野の重視や人社系のダウンサイジング及び理数分野併修を通じた質の向上（中略）
など多様性の中で価値を創造する人材育成を進める」と記載。

現状・課題

期待される効果 本施策等を通じて、2040年までに約２万人の理工系学部定員の増を実行し、2040年における我が国の学部学生の理工系割合を５割に高めることにより、
産業構造の変化に対応できる人材を育成・輩出し、一人一人の豊かさや我が国の国際競争力の向上、新たな価値の創造等に資する

将来の産業構造変化等を見据え、大都市圏の大学も含めた理工・デジタル系等の成長分野への学部転換等や文理分断からの脱却を進めるとともに、
大学・高専の戦略17分野に係る人材育成や高専の新設等を一層強力に促進するに当たり、現在の基金残高では不足する金額を積み増しつつ、支援内容の拡充・見直しを図る

令和9年度要求・要望額 1,100億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 1,100億円

（担当：高等教育局専門教育課）

【少子化に対応するための大学における文理分断の改善イメージ】
（仮に、大学の学部 理工農系＋保健のシェアを増大するとした場合）

（新規）
令和7年度補正予算額 200億円
令和4年度第2次補正予算額 3,002億円

（※）「2040年の就業構造推計（改訂版）について」経済産業省 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会（令和8年3月5日）

支援内容
（１）大規模文理横断転換枠（現行の大規模文理横断転換を拡充）

（３）成長17分野支援枠（現行の成長分野転換枠と重点分野支援枠の一部を統合の上、拡充）

【支援内容】日本成長戦略の「戦略17分野」や、第７期科学・技術イノベーション基本計画の「重要技術領域」の人材育成に
関する大学における学部開設や大学院の専攻設置等の体制強化に必要となる施設・設備整備費、教員人件費等を支援。

【支援対象】公私立の大学学部、国公私立の大学院 【支援期間】最長10年支援（令和14年度まで受付）
【支援総額】学部に関する取組は20億円まで、大学院に関する取組は10億円まで
※愛媛大学（造船分野）・立命館大学（宇宙分野）等が戦略17分野の人材育成に向けた体制強化を具体的に構想

（２）高等専門学校支援枠（現行の高度情報専門人材育成枠と重点分野支援枠の一部を統合の上、拡充）

【支援内容】「成長分野転換支援委員会」による伴走支援のもと、大都市圏の大規模私立大学を主眼にした大規模な理系転換
や人文・社会科学系学部の入学定員のダウンサイジングによるST比（学生教員数比率）改善、理数分野併修による
教育の質の向上等を行う際に必要となる土地取得費、施設・設備整備費、教員人件費等を支援。

【支援対象】公私立の大学 【支援期間】最長10年支援（令和14年度まで受付）
【支援総額】80億円まで（現行の40億円から引上げ）
※首都圏・大都市圏に所在する大規模私立大学11大学が理系転換・文理分断からの脱却を具体的に構想

【支援内容】高専の新設や、高専における戦略17分野の人材育成（高専の学科、コース等の設置・拡充）など体制強化に
伴い必要となる施設・設備整備費、教員人件費等を支援。

【支援対象】国公私立の高専 【支援期間】最長10年支援（令和14年度まで受付）
【支援総額】10億円まで（高専新設に関する取組は40億円まで（現行の20億円から引上げ））
※滋賀県・愛知県・福岡市等が高専新設を具体的に構想

※ダブルメジャーを導入するなど高度なレベルの文理融合教育を実施する場合も支援対象。

（※）理工農系、保健の数には、その他区分のうち理工農系・保健に関連する者の推計を含む。

これまでの支援実績
令和8年度7月までに4回の公募を実施し、計272件を選定
成長分野転換基金の活用状況（例）

これらの取組をはじめ、基金での支援総額は約2,000億円以上であり、
これを踏まえた基金残高は約1,000億円となる見込み
残高約1,000億円は全額執行する予定であり、今次要求分も順次執行予定

○安田女子大学 理工学部 【広島県】
2025（R7）開設、入学定員：180名

#ポイント
全国初の女子大理工学部
（生物科学科、情報科学科、建築学科）
 「地域連携センター」を設置し、地域・産官学と連携した
フィールドワークやPBL等、実践的な学びを促進

○熊本大学 半導体デバイス課程 【熊本県】
2024（R6）開設、入学定員：40名

※３年次編入を含む

#ポイント
半導体技術者・研究者の育成に特化した
国内初の組織（学部相当）

○滋賀県立高等専門学校 【滋賀県】
2028（R10）開設予定、入学定員：120名（予定）

#ポイント
約40年ぶりの公立高専新設
滋賀県内初の高等専門学校
地元産業界における情報技術系人材の需要に
対応する人材育成を推進
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「成長分野転換基金」 各大学の検討状況（７/22時点）「成長分野転換基金（大規模文理横断転換枠）」 各大学の検討状況

大学名 検討状況

早稲田大学  全学的な情報・AI教育組織の設置やダブルメジャーの実施について構想中
 学部学生数の減とともに大学院の拡充を検討

慶應義塾大学  他の首都圏・大都市圏の私立総合大学に比べ自然科学系の比率が高いが、今後とも充実を図る
 文系学部において文理融合のダブルメジャーの実施や、全学的な情報系教育組織の設置に向け検討中

上智大学
 2027年度に理工学部デジタルグリーンテクノロジー学科を新設予定
 全学科の学生を対象に、データサイエンス、思考と表現、人間理解、身体知、展開知の各領域から成る「基盤教育」を、生涯学び続ける力を育て
る全学共通科目として展開中

 グローバル教育、リベラル・アーツ及び理工系分野を掛け合わせ、文理超克を目指す新たな教育プログラムを検討中

学習院大学  既存の6学部のうち5学部（法、経済、文、理、国際社会科学）において、データサイエンスを副専攻等とする取組を展開
 今後、データサイエンス関係の学部等設置について検討中

明治大学  従前より理系人材育成及び分野横断型教育を推進
 更なる理系人材育成の強化に向けて検討中

青山学院大学  2027年度渋谷キャンパスに「統計データサイエンス学環」を設置予定
 ダブルメジャーの推進や理工系学部が集積する相模原キャンパスの充実を検討中

中央大学
 2027年度にスポーツ情報学部（仮称）、2028年度に情報農学部（仮称）を設置予定。理系分野の学部学生比率は約19％から約26％に高
まる見込み

 2029年度以降、文系学部の定員割譲を前提に、既存の文理融合学部における教育課程再編を想定した理系拡充を図り、理系分野の学部学生
比率をさらに高める構想を鋭意検討中

法政大学  人文・社会科学系学部の定員を減じ、理工系学部の拡充を構想中

関西学院大学  文系学部からの定員移転による理工系学部の拡充・再編、文理融合学部の新設等の改革案を検討中

関西大学
 社会科学系学部の定員を減らして教育の質を高めるとともに、将来の社会変化や産業構造の転換を見据え、従来の枠組みにとらわれない新た
な学部・学科構成による理工系学部の拡充・再編を検討中

 次世代を担う理工系人材の育成に向けて、複数の学問領域を横断して学ぶことができる教育の設計を検討中

立命館大学
 「成長分野転換枠」を活用し、2028年度に生命科学系を65名増員予定
 「重点分野支援枠」を活用し、2028年度に宇宙・地球分野（M100名、D15名）の研究科を新設予定
 更なる理工・デジタル分野の強化に向けて、文系学部においてダブルメジャーの実施を含め検討中

 首都圏・大都市圏に所在する、長い伝統を有し選抜性の高い私立大学11大学が理系転換・文理分断からの脱却を具体的に構想し、基金活用の意向
を表明。

5
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戦略分野を先導する大学院教育質転換事業(結晶(KESSHO))
令和9年度要求・要望額 376億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 376億円
（前年度予算額 ６億円※）

（担当：高等教育局大学振興課・専門教育課）

将来の社会・産業構造変化を見据え、今後、成長分野を牽引する人材が学部から大学院に進学し、より高度な専門人材へと成長するため、高度な教育研究環境に
より多くの学生を送り込むことで、旧来の教育研究環境に学生が囚われることによる「人材の目詰まり」を解消することが必要。

加えて、優秀な学生が優れた環境で集中して自身の能力を磨き上げるための仕組みを構築することが不可欠。

※半導体人材育成拠点形成事業

現状・課題

事業内容
優秀な学生【優秀な人材の持続的輩出のイメージ】

旧来の教育研究環境では十分に力が
発揮できない優秀な学生が、自身を
磨き上げるのにふさわしい優れた環境

へのアクセスの付与が必要

学生が集中して能力を磨
き上げることのできる優れた

教育環境

・個々の研究室単位での教育研究から複数の大学院で鍛錬される教育研究への転換
・論文数等にとらわれない、 研究者として自立して研究活動を行うに必要な能力等を評価する学位審査
(学外審査員登用必須化、指導教員以外の教員による審査委員会構成等)
・本人の責任によらず標準修業年限を超過する優秀な学生に対する在学関係及びコスト負担の明確化
・大学院生の就活時期も含めた修了後のキャリアパスの明確化に向けた適切な配慮
※半導体人材は「半導体人材育成拠点形成事業」もあわせて継続して支援。
※設備整備は政府投資：企業出資＝１：１、共同研究費は一部企業に負担してもらうことを想定。

件数・単価 20箇所×約3.2億円 事業実施期間 令和９年度～令和15年度(７年間)

②優秀な学生へのインセンティブ(原石(GENSEKI))  
311億円（うち政府投資額306億円）

件数・単価 11,000人×最大280万円 事業実施期間 令和９年度～令和15年度(７年間)

Knowledge Empowerment and Student Success in Higher Education Organization

➀大学院のネットワーク構築
◆教育リソースの共有
◆優れた教育研究環境の再構築
◆学生の流動性向上 等

②優れた学生への支援

旧来の教育研究環境 優れた教育研究環境

【高校～大学院の一体改革による成長分野関連領域の拡大イメージ】

一体的に
支援

➀大学院教育の高度化(研磨(KENMA)) 81億円（うち政府投資額69億円）
大学院研究科のネットワーク化により学生の流動性を高め、教育研究レベルの引き上げを実現

・博士課程進学を前提とした修士課程学生支援
・修士・博士一貫教育課程の支援（本人の責任によらず優秀な学生が標準修業年限を超過する場合の一時的
  な手当てを含む）
※修士課程の学生については大学が雇用し、博士課程の学生については大学又は企業が雇用することを想定。
また、博士課程の人件費については政府投資：企業出資＝２：１を想定。

2031年度までの官民投資総額：3,730億円



7（担当：高等教育局大学振興課）

地域社会を支える「持続可能な地域高等教育システム」再構築事業

事業内容

●知事・学長等の産学官金等が連携し、人材需給を踏まえた実効性
のある人材育成、アクセス確保方策を協議・実行

●17の戦略分野やエッセンシャル分野を始めとする地域に不可欠な幅
広い人材の育成・確保の取組を地域一体で推進

※黒囲みが実効性のあるPF空白地域

【要求・要望額：80億円】
２．人口減少期における規模の適正化と持続可能な高等教育
システムの再構築 【要求・要望額：80億円】

１．実効性ある地域構想推進プラットフォームの構築・拡充

（地域構想推進PFの設置状況）
【支援概要】 
各分野に精通するコー
ディネーターチームの編成
に係る人件費、組織的な
運営体制の整備・運営に
必要な経費等を支援

【支援概要】
① 再編・統合・転換、これらを見据える大学間連携を行う大学群の形成

    【件数・単価】 15件 × 1～8億円
② 高校・大学等の一貫的な連携により地域を支える人材を育成する抜本的な教育改革 

【件数・単価】 20件 × 1.5億円
⇒専門高校と短大等の接続による5年一貫課程の構築等により、地域を支えるエッセンシャル
ワーカーを早期段階から育成

● 規模の適正化と人材育成分野のリバランス
→ 地域の人材需給の分析を踏まえ人口の流入出状況、域内の収容力を勘案

17の戦略分野や産業構造の変化に対応する理工・デジタル人材の育成
● 高等教育のアクセス確保により地域の維持に不可欠な質の高い人材の育成
→ 医療・介護・福祉・産業・インフラ等に資する人材

学校種を超えた高校・大学等の一貫的連携

【件数・単価】
40件 × 2億円

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
で
協
議
し
た
施
策
の
実
行

⇒域内の持続発展に向けた機能強化策を実効性を持って
強力に推進

〇 産業構造とこれに伴う人材需要の変化
⇒ 理工・デジタル系人材や現場人材の不足、育成する人材のミスマッチ

〇 急激な18歳人口減少と大都市圏への流出
⇒ 地方では医療・福祉、産業、インフラの維持に不可欠な人材が不足

2040年を見据えた課題 【職種間の需給ミスマッチ(2040年)】
事務職：437万人［余剰］
AI・ロボット等利活用人材：▲339万人［不足］

【地域の人材育成分野のミスマッチ(2040年)】
都市部（1都3県）：193万人［余剰］
地方（上記以外）：▲194万人［不足］

【大学進学者数見込】

2026：63万人
⇒ 2040：46万人

【大学進学時の流出入(2024)】
流入超過：9都府県
［東京都・大阪府・愛知県 等］
流出超過：38道県

地域の量的規模の適正化とともに、地域の高等教育機関の機能の最大化
2040年を見据えた「持続可能な地域の高等教育システム」を連携・再編・統合等により再構築

⇒教育組織の再編・統合・転換への支援、設置者を超えた大学等連携推進法人等への支援

2031年度までの総額 1,217億円

令和9年度要求・要望額 161億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 161億円

（新規）

大学・学部等の再編・統合

大学群の融合による教育資源の共有・効率化

文理融合を見据えた人社系ダウンサイジングと成長分野への転換

エッセンシャルワーカー育成強化



0.0

200.0

400.0

支援拠点の実施件数

2040年に向けた地域医療人材の養成体制最適化事業

今後急速な人口減少が進む中で、医学部をはじめ、全体として定員が過
剰となることが推計されている中で、規模の適正化が必要となっている。
一方で、地域での医療人材の需給状況を把握した上で、地域偏在の解消
に向けた計画的な人材確保に取り組まなければ、地方における養成基盤の
崩壊や人材確保の深刻化が現実的なリスクとなっている。

2040年を見据え、地域の医療の維持に不可欠な質の高い人材の安定
的な養成体制等を確保するため、現状の入学定員等のダウンサイジングと
地域の人材確保を両立させることが重要となる。

現状・課題

令和８年度から開始した「「地域構想推進プラットフォーム」構築等推進事業」
等を基盤として、「医療系分野に関する協議の場」等における、医療人材の需要・供給
の状況把握、医療提供体制や人材確保に関する対応策の策定といった取組を前提とし
て、道県と大学が協働し、地域人材の確保に効果的な「地域枠」を恒久定員枠内に抜本
的に拡大する取組を支援する。
※道県に対する厚生労働省による支援と協働。

 メニュー１：看護職員の確保（令和９年度：10件）
道県内における養成大学等の連携・再編・集約化を促進*2するとともに、地域定着を目
指したカリキュラムの開発や実習指導のサポート体制の構築等の取組を支援。

事業内容

事業実施期間 ５年間（予定）

 メニュー２：医師・歯科医師・薬剤師等の確保（令和９年度：10件）
医師・歯科医師・薬剤師等のいずれかの職種について、地域定着を目指したカリキュラム
の開発や実習指導のサポート体制の構築等の取組を支援。

件数・単価 ２メニュー×10件×１億円

（担当：高等教育局医学教育課）

長期アウトカム（成果目標）
すべての地域での医療体制の維持

2040年 100%

短期アウトカム（成果目標）
地域医療に貢献する人材の継続的輩出
地域枠を活用した卒業生の地域定着率

100％

令和9年度 令和10年度 令和11年度 計

10件
（延べ20学部）

16件
（延べ32学部）

15件
（延べ30学部）

41件
（延べ82学部）

アウトプット（活動目標）

■医師一人当たり人口数（東京都・青森県）

（医学部のイメージ）

■恒久定員内地域枠の拡大 ■医療系分野に関する協議の場
（プラットフォーム）

■真に地域医療人材を
輩出する大学が存続

医療人材の確保が困難となることが想定される地域*1における安定的な人材の確保・定
着に向けて、恒久定員枠内で「地域枠」を導入し、体系的な地域教育（遠隔地を含
む）を強化する学部等を支援。

*2 「地域社会を支える「持続可能な地域高等教育システム」再構築事業」（新規）により支援

*１四大都市圏のうち、2024年時点で大学進学時流入超過となっている都府県（東京、神奈川、愛知、京都、大阪、福岡）以外の
    41道県が対象

（新規採択）

■令和２年度 医師の需給推計
【出典】医療従事者の需給に関する検討会（人）

【出典】厚生労働省HPより文部科学省作成

東京都
288.4人

青森県
422.1人

全国平均
356.0人

※2040看護師需給推計については「看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会」
（厚生労働省）で検討中

令和9年度要求・要望額 20億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 20億円

（新規）

医師一人当たり人口数
134人の差

2033年度までの総額 246億円
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国立大学の基盤強化

※成果を中心とする実績状況に基づく配分を実施

世界の学術フロンティアを先導する大規模プロジェクトの推進、
共同利用・共同研究拠点の強化
 人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術研究を先導する大規模プロジェクトや、
   文部科学大臣が認定した共同利用・共同研究拠点の活動等を支援

（担当：高等教育局国立大学法人支援課）

基礎研究の充実などの国立大学の機能強化
貴重な知的資産を創造し、イノベーションの源泉となる基礎研究の

    充実等の各大学の機能強化に向けた取組を支援

第７期「科学技術・イノベーション基本計画」【令和8年３⽉27⽇閣議決定】
第７章 推進体制・ガバナンスの改革

2 ．基盤的経費の確保と研究大学におけるマネジメント改革 （２）基盤的経費について
国立大学法人等の基盤的経費である国立大学法人運営費交付金について、物価・人件費の上昇等
を踏まえつつ、基礎研究の充実等を行うため、大幅な拡充を図る。

経済財政運営と改⾰の基本⽅針（骨太の方針）2026【令和8年7⽉21⽇閣議決定】
第３章 責任ある積極財政に基づく「中長期経済財政計画」
３．主要分野ごとの重要課題と取組方針 （２）公教育の再生、研究活動の活性化
大学における研究活動を安定的、継続的に支える国立大学法人運営費交付金や科研費の大幅な拡
充を図る・・・・・など 、基礎研究を含めた科学技術研究の基盤を強化し、また、日本を国際頭脳循環の
主要なハブとし、イノベーションを通じた経済成長や国際的地位の確保を達成する。

令和９年度要求・要望額
国立大学法人運営費交付金 1兆2,512億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 1,554億円
（前年度予算額□1兆971億円）

「強く豊かな日本」投資枠：1,554億円

国立大学への運営費交付金を大幅に拡充し、
我が国の成長分野や地域産業の担い手となる人材育成を強力に推進
人材育成に向けた基盤の強化

ミッション実現に向けた機能強化の推進

成長分野や地域産業の担い手となる人材育成に向けた
国立大学の機能・基盤の強化 １，５５４億円

＜教育研究設備の残存度の推移＞

※残存度＝工具機器備品・機械装置の簿価/取得価額 (文部科学省作成)

日本成長戦略【令和8年7⽉21⽇閣議決定】
Ⅲ．８つの分野横断的課題の解決
４．人材育成 ⅱ）「成長分野」を牽引する科学技術人材・クリエイティブ人材の育成
国立大学法人運営費交付金・科研費の大幅拡充等、基盤的経費と多様な競争的研究費の充実・強化
を図るほか、産学官金が活躍する共創拠点としての国立大学法人等の機能を強化する。

地域未来戦略【令和8年7⽉21⽇閣議決定】
第３章 政府が講ずべき本戦略に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項
（５）産業人材育成
✓ 17の戦略分野等の成長分野への学部再編等の重点分野に係る大学、大学院及び高専の体制・機能

強化や公立高専の設置促進、国立大学法人運営費交付金の大幅拡充を図ることや、高専機構運営
費交付金や私学助成等の着実な確保を通じた産業人材の育成強化

物価・人件費の上昇に対応する当初予算の増額が必要 教育研究設備の価値の減少

残存度の低下
⇒設備の老朽化の進行が
新規導入を上回っている状況

取得時と比較して
80%以上の価値が減少

これまで国立大学は、世界最高水準の研究の展開、高度専門人材育成、
産学連携による研究開発等により成長分野の牽引や地域産業の振興に
大きく貢献
国立大学が成長分野や産業クラスターの形成を担う人材育成を強力に
推進するためには、優秀な人材の確保や高度な教育研究環境の維持が
必要であり、物価・人件費の上昇に対応する基幹経費を拡充
更に国立大学の取組を発展・深化し、全国に展開すべく、成長分野を牽引
する人材育成等に取り組む大学における組織体制・機能、教育研究設備

   等の基盤を強化

国立大学法人運営費交付金 421億円
国立大学法人設備整備費補助金 66億円

令和７年度補正予算額 486億円
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高専（KOSEN）の機能強化の推進
令和9年度要求・要望額 891億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 260億円
（前年度予算額 631億円）

我が国の成長戦略の実現に向け、国立高等専門学校の実践的・創造的な技術者育成や研究力を強化

（担当：高等教育局専門教育課）

安定的な教育研究の実現

成長戦略の実現に向けた人材育成

◆ 教育カリキュラムの高度化

◆ 高専における学びの充実

◆ アントレプレナーシップ教育の充実、スタートアップ創出支援
・アントレプレナーシップ教育と、地域中小企業等・地域課題を掛け
合わせ、イノベーションを創出する高度な社会実装教育を強化

◆グローバル技術人材の育成とKOSENの国際標準化

・グローバルに活躍できるエンジニア育
成のため、海外学生との課題解決
型学習（PBL)を実施（KOSEN 
Global Camp）

成長戦略17分野を中心とした高専の教育研究機能の強化、国際化

半導体デバイス工学における
学生実習の様子

高専の教育研究を支える基盤の強化ロボコン2025の決勝戦
（旭川×熊本）の様子

主な増額要求のポイント

例：半導体材料の研究に必要な
Ｘ線回折装置

戦略17分野との関連：
先端半導体製造関連技術 等

・AIを安全に活用する環境を整備し、学生によるAI開発・実証を連
動させ、専門分野で活躍できるAI人材を育成

・ フィジカルAI時代に即したものづくり教育

・ 次世代の海洋人材育成の推進

教育研究プロジェクトとして48億円拡充

・ 成長分野をけん引する半導体、デジタル、エネルギー（蓄電池、
  風力）、宇宙、造船等の教育カリキュラムの構築を産学連携で推進

・起業家等の専門家によるモニタリングを実施し、スタートアップを実践

起業家工房での活動の様子
（弓削商船高専）

・日本型高専教育制度（KOSEN）の海外展開のため、学
生・教職員の海外交流を促進するとともに、KOSENの導入
を支援

・KOSENの国際的な質保証のため、国立高専教育国際標準を
運用（KOSEN International Standard：KIS）

KOSEN Global Campの様子
（鹿児島高専）

・ 人件費・物件費の上昇等が継続する中でも、実践的・創造的な技
術者育成や研究を実施するために必要な基盤的経費を増額

※R6～R9の４か年分の人件費・物件費対応分及び
施設維持管理費増額分を計上 92億円増額

・ 教育研究機能の高度化に資する先端設備等の整備 120億円増額

（令和７年度補正予算額 70億円）

KOSENの海外展開の実績：
モンゴル（2014.9-）6校、タイ（2019.5-）2校
ベトナム（2019.9-）3校、エジプト（2025.9-）1校
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高専生によるフィジカルAIを活用したものづくり例
（豊田高専「Pipe Eye」 ）
自動走行・リアルタイム画像認識・報告書作成可能な下水道の自動点検ロボット
DCON（全国高等専門学校ディープラーニングコンテスト）2026 最優秀賞



私立大学等経常費補助  3,297億円（2,987億円）
[令和7年度補正予算額 ２億円]

私立学校施設・設備の整備の推進 446億円（85億円）
[令和7年度補正予算額 125億円]

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。 ※青字は「強く豊かな日本」投資枠

（１）安全・安心な教育環境の実現等 289億円（35億円）
○第1次国土強靱化実施中期計画に基づく耐震化や空調設備の整備等を重点支援

※この他、幼稚園等分として26億円を支援
※その他、幼稚園分として26億円

（３）私立高等学校等の教育ＤＸの推進 24億円（22億円）

（２）私立大学等の教育研究基盤の向上 133億円（28億円）
○イノベーション創出に向けた教育研究環境整備支援 11億円（7億円） 等

（１）一般補助 859億円（825億円） 
○物価上昇等を踏まえ幼児児童生徒１人当たり単価の増額、幼児教育の質の向上のための処遇改善 等
（２）特別補助 163億円（136億円）
○教育の質の向上を図る学校支援経費 31億円、幼稚園等特別支援教育経費 91億円 等
（３）特別支援学校等への支援 38億円（34億円）
○物価上昇等を踏まえ幼児児童生徒１人当たり単価の増額

私立高等学校等経常費助成費等補助 1,060億円（994億円）
[令和7年度補正予算額 ６億円]

（２）特別補助 287億円（205億円）
○文理横断・融合教育に取り組む大学等への重点支援 39億円（新規）
○イノベーション創出に向けた教育研究環境整備支援 12億円（６億円）
○合併等に向けて連携に取り組む大学等への支援 ７億円（新規）

（１）一般補助 3,010億円（2,782億円）
○理工農・デジタル系人材の育成等を行う大学等(高専を含む)への重点支援（教育研究経常費単価を倍増）

○地域を支える人材の育成等を行う地方中小規模大学等への重点支援（取組に応じて教育研究経常費単価を増）

○物価上昇等を踏まえた教育研究基盤の維持・強化に必要な支援（教育研究経常費単価を2.7%増）

○大学院の機能強化に向けた支援充実（教育研究経常費単価を1.5倍に増）

○ST比（専任教員一人あたり学生数）に係るメリハリある配分の強化（28人以上の大学に対する減額強化）

私立大学等の改革の推進
（私学助成による理系人材や地域を支える人材育成等への重点化）

令和９年度概算要求額 4,803億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 317億円

(前年度予算額 4,066億円)

【現状・課題】
〇 私立大学等では、理工農・デジタル系分野の学部学生の約6割に対する教育を担っているほか、小学校教員の約6割、医師の約4割、薬剤師の約9割を輩出するなど、

自治体や産業界とも連携し、地域を支える人材の育成等にも貢献している。
〇 私立大学等経常費補助では、効率的・効果的な予算配分に向け、一般補助の約９割は大学全体の収容定員充足率が90%以上の大学に交付し、また、充足率

90%未満の学部に対しては減額・不交付の措置を講じている。（50％未満は不交付）また、教育の質の向上の観点から、従来、ST比（専任教員一人あたりの学生
数）に基づく減額措置を講じており、令和９年度要求では、さらに、減額措置を強化することにより、大学における密度の高い教育の実現を図ることとしている。

〇 一方で、2040年にかけて、 人口減少や産業構造の変化により、理工農・デジタル系人材や地域の医療・介護・福祉、産業、インフラの維持に必要な人材が不足するこ
とが懸念されている。しかしながら、私立大学に占める理工農・デジタル系分野の学生が約2割（人社系分野は約5割）という現在の分野構造を放置したり、
また 、2040年にかけて18歳人口が３割減少する中で地方の小規模大学が撤退してしまっては、こうした人材不足が一層深刻になる恐れがある。

〇 「骨太方針2026」、「日本成長戦略」（ともに令和8年7月21日閣議決定）等を踏まえ、撤退の慫慂や合併の促進等を通じて高等教育の規模適正化を図りつつ、私立
大学等経常費補助において支援の重点化に取り組み、理工農・デジタル系人材や地域人材等を確保する。

約49万人
私立
大学等

理工農系
８．８万人
（１８％）

保健
6.1万人

（１２％）

人社系
２５．３万人
（５１％）

その他
９．１万人
（１８％）

2024年

保健
６万人

（１８％）

約32.5万人
（▲約16.5万人）

理工農系
１０．６万人
（３３％）

人社系
１２．６万人
（３９％）

その他
３．３万人
（１０％）

2040年 私立
大学等 -500

0

500

地域
ブロック

関東
(一都
三県)

近畿 中部 中国 四国 北海道 東北 九州 関東
(一都三県以外)

ミスマッチ数 193万人 7万人 16万人 3万人 -6万人 -41万人 -53万人 -31万人 -89万人

その他事務職

専門職 現場人材

余剰

不足

私立大学の分野のリバランス（イメージ） 地域別就業構造推計（地域別ミスマッチ × 職種内訳）

【対応方針】
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(対前年度比 737億円増)
[令和7年度補正予算額 133億円]



・高度医療を担う医師の安定的な輩出
・論文発表件数等の研究成果の創出

・教育・研究・診療機能の規模の適正化
（教育・研究のエフォート率の増加）

大学病院機能のリバランス促進事業
背景・課題

大学病院が担う高度医療を行いつつ、人的・物的資源をシフトし、教育・研究エフォート
の増加を図るため、研究に専任できる教員の配置やURAも含む教育・研究支援者の雇
用、医療機器等の整備など、教育や研究の活動量を増やすための環境や体制整備に必
要となる経費を支援し、大学病院の教育研究機能強化と診療規模の適正化を図る。

・各大学病院の各診療科における、教育・
研究体制の整備

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標）

事業内容

令和９年度要求・要望額 633億円
（新規）

 単価：81箇所×７億円程度
 交付先：医学部を置く国公私立大学
 事業期間：令和９年度～令和16年度（８年間）
 支援内容：

大学病院は、診療業務に注力し収益を上げてきた一方、教育・研究へ充てる時間や
資源を確保することが困難となっている。加えて、物価や人件費の高騰等が見込まれる中、
診療参加型臨床実習の実施をはじめとした教育負担も増加しており、大学病院が担う
教育・研究・診療機能の維持等に課題が生じている状況にある。
このため、高度医療を担いつつ、教育研究を行う大学病院本来の役割・機能を踏まえ
た教育・研究・診療バランスの適正化を図り、基盤を国が支えることにより、大学病院の経
営の安定化と人材確保につなげる必要がある。

経済財政運営と改革の基本方針2026（2026年７月）
大学病院の教育・研究・診療のバランスの在り方等を明確化しつつ、教育研究機能
や経営力の強化・処遇改善、老朽化した施設・設備を緊急的に改善するための支援
に取り組む。

インパクト（国民・社会への影響）

○過度な診療から脱却し、人的・物的資源の教育・研究へのシフト
○経営基盤強化による、処遇改善や若手医師の確保と養成環境の充実
○地域医療構想に基づく他医療機関との役割分担と連携の推進
○人材と医療技術の中核としての、地域医療の維持・向上に貢献
○大学全体の教育・研究力や社会的プレゼンスの向上

これらの
支援により
課題の解決へ

物価高騰に
よる経営難

臨床実習等の
教育負担増

地域医療提供
体制の構築

研究時間
の減少

大学本部
への負担

時間外労働
の上限規制 経営難による

診療増
博士課程
学生の減少

人材不足施設・設備
の老朽化

医療従事者
の処遇改善

診療教育
・研究

診療規模の適正化を推進、
当該活動量を教育研究へシフト

大学病院を取り巻く課題

期待される効果

大学病院の教育・研究、診療のシフトイメージ
現状 目標

機能強化経費

・研究力向上に資する研究専任教員の人件費
・研究支援体制の構築・強化に資するURA等の人件費
・診療参加型臨床実習等の教育負担の増に伴う教員人件費
・医療系学生等の教育・研究に必要となる設備等整備費

教育の充実に必要な
教員人件費の措置

教育・研究のための
医療設備の導入

研究に専任する
教員の雇用

教育・研究支援者
等の配置

大学病院

（担当：高等教育局医学教育課）

（35.5％）（64.5％）

（参考）大学病院機能強化推進事業：令和７年度補正予算額 349億円
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区分 無利子奨学金
（第一種奨学金） 授業料後払い制度 有利子奨学金

（第二種奨学金）

貸与人員 ※（４８万人） ７０万４千人

事業規模 ※（２,５９９億円） ６,４４９億円

うち
一般会計
等

※ 政府貸付金
９１９億円
（一般会計）

財政融資資金 ５,４７１億円

貸与額
R8年度
私立大学
の場合

学生が選択
（自宅通学の場合）
月額2、3、4、5.4万円

授業料支援金
最大 776,000円
及び学生が選択する
生活費奨学金
月額 最大4万円

学生が選択
月額2～12万円の１万円単位

家計基準
令和８年度
採用者

私大自宅・給与所得・４人世帯の場合（目安） ※家計基準は家族構成等による

約８００万円以下 約３００万円以下
※本人年収 約１,２５０万円以下

返還

定額
(卒業後２０年以内)
※所得連動返還方式を
選択した場合、卒業後の
所得に応じて変動

卒業後の所得に
応じて変動

定額
(卒業後２０年以内)
（元利均等返還）

高等教育の修学支援の充実
・少子化の対処に寄与するため、物価上昇下においても、社会で自立し活躍できる人材を育成する大学等において修学できるよう、高等教育の修学支援新制度（給付型
奨学金・授業料等減免）により、住民税非課税世帯及びこれに準ずる世帯、多子世帯の学生への支援を確実に実施（こども家庭庁計上）する。
・無利子奨学金事業について、物価上昇下においても、意欲のある者が経済的理由により進学を断念することがないよう、貸与基準を満たす希望者全員に対する貸与を
確実に実施する。
・返還支援制度や授業料後払い制度の着実な実施により奨学金事業を推進する。

事
業
概
要

高等教育の修学支援新制度(給付型奨学金・授業料等減免)：事項要求（6,567億円）

授業料等減免【国等が各学校に交付】
○ 各大学等が、以下の上限額まで授業料等の減免を実施。
（授業料等減免の上限額（年額）（住民税非課税世帯））

国公立 私立

入学金 授業料 入学金 授業料

28万円 54万円 26万円 70万円

給付型奨学金【日本学生支援機構が各学生に支給】
○ 学生生活を送るのに必要な費用を賄えるよう措置。
（給付型奨学金の給付額（年額）（住民税非課税世帯））

個人要件
○進学前は成績だけ
で判断をせず、レポ
ート等で本人の学
修意欲を確認

○大学等への進学後
の学修状況に一定
の要件

機関要件
（国等による要件確
認を受けた大学等が
対象）

○学問追究と実践的
教育のバランスが取
れた大学等

○経営課題のある法
人の設置する大学
等は対象外

【対象学生】 大学・短期大学・高等専門学校（4年・5年）・専門学校の学生
【事業内容】 住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯（世帯年収目安600万円程度まで）の学生に
  ついて、給付型奨学金と授業料等減免をセットで支援（所得に応じて上限額の満額、2/3、1/3または1/4）
子どもを3人以上扶養する世帯の学生について授業料等を上限額まで所得制限なく無償化
【財源】 消費税による財源を活用（少子化に対処するための社会保障関係費としてこども家庭庁予算に計上、文部科学省で執行）

貸与型奨学金 ・ 授業料後払い制度 無利子奨学金：事項要求（919億円）

（担当：高等教育局学生支援課）

返還期限猶予制度：（収入基準額：年間収入300万円以下）
○ 経済困難、災害、傷病等の事由に該当し、返還が困難な場合、返還を猶予。
減額返還制度：（収入基準額：年間収入400万円以下）
○ 経済困難、災害、傷病等の事由に該当し、返還月額を減額すれば返還を継続できる場合、月々
の返還金額を一定程度まで減額。

（注）無利子奨学金は事項要求のため※書きとしている。貸与人員、事業費における()書きは前年度の予算規模

令和９年度要求・要望額 事項要求 ※こども家庭庁計上予算含む
(前年度予算額  7,486億円)

【例：R８年度大学の場合】

国公立 私立

自宅生 自宅外生 自宅生 自宅外生

35万円 80万円 46万円 91万円

【例：R8年度大学・短期大学・専門学校の場合】

※令和8年度収入基準額

経済財政運営と改革の基本方針2026（令和8年7月21日 閣議決定）（抄）
（２）公教育の再生・研究活動の活性化 （略）物価上昇下においても修学支援新制度、授業料後払い制度を着実に実施する。
日本成長戦略（令和8年7月21日 閣議決定）（抄）
ⅲ）「人材力」の基盤となる環境整備 （略）物価上昇下においても経済的な理由で学生が学びを諦めることがないよう、修学支援に係る制度を着実に実施することや、（略）

2020年度 2024年度 増加率

学費 約104万 約109万 4.2%

生活費 約111万 約126万 13.4%

 物価上昇により学費・生活費ともに4年間で大きく増加
 奨学金の額について、近年調整していない

出典：（独）日本学生支援機構 学生生活調査
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